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７ 災害医療（災害時公衆衛生活動を含む） 

【基本的な考え方】

● 平時から、災害の発生を念頭に置いて体制の整備に努めます。 

● 地震、風水害等の災害においては、多数の負傷者の発生、医療機関の機能停止など混乱が

予測されることから、発災時の応急的な医療体制の整備・充実を計画的に推進します。 

● 初期医療体制、後方医療体制、広域的な連携体制など、県内全域の災害医療体制を構築し

ます。 

● 大規模災害時等の医療体制確保を念頭に、近隣県との連携を深め、広域的な応援体制を確

立します。 

● 大規模災害時の保健医療活動に係る体制を整備します。 

● 原子力災害は、地震、風水害等の災害とは異なり、発生や被害の程度が目に見えない等の

特殊性があるため、あらかじめ指定または登録した原子力災害拠点病院及び原子力災害医

療協力機関による原子力災害医療体制を構築します。 

【現状と課題】

（１）地震、風水害等の災害時の医療救護（災害時公衆衛生活動を含む）

● 災害時における医療救護及び保健対策については、「島根県地域防災計画」に基づき体制の

整備強化を進める必要があります。 

● フェーズⅠ（発災直後～およそ３日後）は、「災害派遣医療チーム（DMAT）」及び「災害派遣

精神医療チーム（DPAT）」が病院を支援するとともに、災害現場における緊急処置等に従事

することとしています。 

● 後方医療体制としては、災害拠点病院を中心に重症傷病者の受入れを行います。 

● 平成 29(2017)年 12 月現在、県内の DMAT は 11 病院に 20チームが配置されていましたが、

隊員の異動によりチーム配置ができなくなった病院があり、令和３(2021)年 1 月現在、10

病院 19 チームとなっています。なお、隊員数は計画策定時の 152 名から 153 名と横ばいの

状況です。 

● フェーズⅡ（発災後およそ１日～およそ１週間後）は、市町村が医療救護所を設置し、災害

派遣医療チーム（DMAT）に続いて、県が医療救護班を派遣することとしています。 

また、災害派遣精神医療チーム（DPAT）は引き続き、避難所や医療救護所等において精神医

療の提供等を行います。 

● フェーズⅢ（発災後およそ３日～およそ１か月後）は、引き続き医療救護班が医療救護活

動を行うこととしています。 
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また、災害派遣精神医療チーム（DPAT）は、引き続き避難所や医療救護所等において精神医

療の提供等を行います。 

● 災害時において迅速に医療救護体制を整備するためには、平時から医療・消防・行政等の

災害医療関係機関の緊密な連携体制を確保することが必要です。 

● 医療救護班の派遣等について島根県医師会、島根県歯科医師会、島根県薬剤師会、島根県

看護協会と、また、災害時における医薬品または衛生資材の供給等について島根県医薬品

卸業協会、日本産業・医療ガス協会中国地域本部、山陰医療機器販売業協会と、それぞれ協

定を締結しています。 

● 災害時の情報収集には、全国の関係機関において病院の被災状況等を共有することができ

る「広域災害救急医療情報システム(EMIS)」を活用することとしています。 

● 災害時の公衆衛生活動は、「島根県災害時公衆衛生活動マニュアル」に基づいて行いま

す。 

● 災害時において、住民への歯科保健活動や歯科治療を提供するための体制を整備する必要

があります。 

● NBC テロ13等の特殊災害への対応は、「島根県国民保護計画」に基づき速やかに対応可能な

関係機関に応援要請をする体制と、後方支援を行える体制が課題となっています。 

● 県内での大規模災害発生時に、各種保健医療活動チームの派遣調整、情報の連携・整理・分

析等、保健医療活動の調整を行うため、令和２(2020)年６月に島根県保健医療調整本部（県

庁）及び地域災害保健医療対策会議（保健所）が設置されました。 

13 核（Nuclear）・生物（Biological）・化学（Chemical）兵器を用いたテロを指します。 
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島根県保健医療調整本部 

● 災害が発生した場合において、必要とされる医療を迅速かつ的確に提供できる体制の構築

を図るため、平成 31(2019)年３月に災害医療コーディネーターを設置するとともに、小児

や周産期に特化したコーディネート機能を担う災害時小児周産期リエゾン14を設置してい

ます。今後も災害医療コーディネーター等の育成や、災害時に円滑な調整を行うための体

制整備が必要です。

（２）災害拠点病院等の整備

● 県内の災害拠点病院は、全県的視点で指定する「基幹災害拠点病院」が１ヵ所、二次医療圏

域ごとに指定する「地域災害拠点病院」が計９ヵ所となっています。 

  また、災害時の精神科医療を中心的に担う「災害拠点精神科病院」として、令和２(2020)

年４月に、県立こころの医療センターを指定しています。 

● 災害拠点病院は、災害時に地域の核となることから、通信環境や備蓄、搬送体制等の機能

強化を図っていくとともに、災害拠点病院間の連携を図る必要があります。 

● 二次医療圏域において、災害拠点病院を中心とした周辺の救急告示病院や医療関係団体等

の連携体制を強化する必要があります。

14 大規模災害時に、災害対策本部において小児周産期医療に関する情報を集約し、適切な判断を行うた

めの調整役を担う医師を指します。

図 5-2-7(1)
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（３）広域連携の確立

● 大規模災害が発生し、被災県独自では十分に応急措置が実施できない場合、相互に応援を

円滑に行うため、中国５県では「災害時の相互応援に関する協定書」を、中四国９県では、

「中国・四国地方の災害時相互応援に関する協定書」を締結しています。 

● 広域での円滑かつ迅速な医療救護体制の整備に向けて、平時から災害発生時における各県

との連絡手順等の充実に努める必要があります。 

（４）原子力災害時の医療救護

● 島根県地域防災計画に基づく「島根県災害時医療救護実施要綱（原子力災害対策編）」によ

り、原子力災害医療体制を構築しています。 

● 迅速かつ的確に医療救護活動が実施できるよう、原子力防災訓練に取り組み、研修を実施

しています。 

● 医療機関、消防機関、行政機関等の関係機関が連携し、円滑な医療救護活動が実施できる

よう、「原子力災害医療関係機関連絡会議」を開催し、平時から情報交換等を行っています。 

● 県内の関係者が原子力災害医療の知識及び技術を習得できるよう、関係機関が実施する研

修等に参加する機会を確保する必要があります。 

県立中央病院

松江圏域 松江赤十字病院、松江市立病院

雲南圏域 雲南市立病院

出雲圏域 島根大学医学部附属病院

大田圏域 大田市立病院

浜田圏域 済生会江津総合病院、国立病院機構浜田医療センター

益田圏域 益田赤十字病院

隠岐圏域 隠岐病院
資料：県医療政策課

基幹災害拠点病院

地域災害
拠点病院

災害拠点病院表5-2-7(1)
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【施策の方向】 

（１）地震、風水害等の災害時の医療救護（災害時公衆衛生活動を含む） 

① 「島根県地域防災計画」に基づき、各種災害に応じた医療救護体制を整備します。 

② 県、市町村、医療関係機関及び各防災関係機関は、密接な連携の下に一刻も早い救命措

置、負傷者等の搬送を行い、迅速かつ適切な医療救護活動を行います。 

③ DMAT指定医療機関におけるチーム配置の充実と、DMAT及びDPAT先遣隊の体制強化に努め、

超急性期及び急性期の医療救護体制の一層の確保を図ります。また、合同で訓練を行うな

ど各 DMAT 間等の連携を推進します。 

④ 医療救護班を編成して被災地へ派遣するとともに、災害の規模に応じて他都道府県等に派

遣を要請する等、急性期から慢性期に至るまで医療救護活動が切れ目なく実施される体制

を整備します。 

また、精神科医療については DPAT 後続隊を整備することにより、急性期以降の医療救護

体制の整備を行います。 

⑤ 平時より、災害医療関係機関の情報共有による連携強化を図るため、「島根県災害医療関

係機関連絡会議」を設置し、災害時の速やかな体制整備に努めます。 

⑥ 災害時小児周産期リエゾンを含む災害医療コーディネート体制の構築要員の育成に努めま

す。 

⑦ 災害時に小児・周産期患者の搬送などを円滑に行うためには、小児・周産期に関する平時

のネットワークを活用することが必要であるため、災害時小児周産期リエゾンの役割な

ど、災害時を想定したマニュアルを作成します。 

⑧ 広域災害救急医療情報システム（EMIS）を有効に活用する環境を整備するとともに、平時

から訓練等を実施することにより、システム利用の定着を図ります。 

⑨ 大規模災害時には、島根県保健医療調整本部（県庁）及び地域災害保健医療対策会議（保

健所）を設置し、様々な保健医療活動チームの派遣調整や受援調整等を行います。また、

必要に応じて国等に対し災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）や災害医療コーディネ

ーター等の派遣要請を行い、調整本部等の円滑な運営を図ります。 

（２）災害拠点病院等の整備 

① 災害拠点病院の機能の一層の充実を進めるとともに、災害協力病院との連携体制を整備し

ます。 

  また、災害拠点精神科病院については、複数の病院への整備を検討するとともに、災害拠

点病院等と連携を図ります。 

② 地域災害拠点病院は、二次医療圏域内における他の災害医療関係機関と連携して、定期的

な研修・訓練を実施することにより、各二次医療圏域の災害医療体制の強化を図ります。 

③ 基幹災害拠点病院は、地域災害拠点病院と連携し、定期的な研修・訓練を実施することに

より、災害拠点病院間の連携を強化します。 
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（３）広域連携の確立 

① 大規模災害時等の医療体制を念頭に、近隣県との連携を深め、広域的な連携体制の整備を

図ります。 

② 県外被災地からの要請等に基づき、県内関係機関の協力を得て、DMAT、DPAT 及び医療救護

班等の派遣や被災患者等の受入れを行います。 

③ DMAT は、隣接県との合同訓練を実施することにより、広域的な医療救護活動の連携強化を

図ります。 

（４）原子力災害時の医療救護 

① 島根県地域防災計画（原子力災害対策編）の見直しにあわせて、島根県災害時医療救護実

施要綱（原子力災害対策編）の適宜見直しを行います。 

② 島根県災害時医療救護実施要綱（原子力災害対策編）に基づき、医療活動に必要な放射線

計測機器等の資機材の整備を図るとともに、県内における研修機会の充実に努め、被ばく

医療に従事する者の育成を推進します。 

③ 実効性の確保のため、原子力防災訓練において原子力災害医療活動訓練を実施し、被ばく

医療体制の強化、従事者の習熟度の向上を図ります。 

④ 原子力災害医療関係機関連絡会議を通じて、関係機関相互の連携体制の強化を図ります。 

【災害医療に係る数値目標】

項　　目
現　状

（策定時）
中間実績 目　標 備　考

①災害拠点病院の数
10ヵ所

(平成29(2017))
10ヵ所

(令和２(2020))
維持 県指定

②災害拠点精神科病院の数
０ヵ所

(平成29(2017))
１ヵ所

(令和２(2020))
２ヵ所 県指定

③DMATの数
20チーム

(平成29(2017))
19チーム

(令和２(2020))
22チーム 県登録


